
 

つくばみらい市市民活動支援補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この告示は、市民等により構成される団体（以下「市民活動団体」という。）

が、地域課題の解決を目的として自主的に実施する事業に対して、予算の範囲内でつく

ばみらい市市民活動支援補助金（以下「補助金」という。）を交付することについて、

つくばみらい市補助金等交付規則（平成１８年つくばみらい市規則第３２号）に定める

もののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（補助金の種類） 

第２条 補助金の種類は、次の各号に掲げるものとする。 

（１） スタートアップ補助金 原則３年以上の活動が見込まれる市民活動団体が設立

と同時に実施する事業の経費に対する補助及び団体設立に係る経費に対する補助 

（２） ステップアップ補助金 既存の市民活動団体がこれまでに取り組んでいない事

業又は既に取り組んでいる事業の内容を拡充して行う事業の経費に対する補助 

（補助対象団体） 

第３条 補助金の交付を受けることができる市民活動団体は、次の各号のいずれにも該当

する団体とする。 

（１） 市内に事務所又は活動場所を有すること。 

（２） 構成員が原則５名以上であること。 

（３） 構成員のうちに市内に在住、在勤又は在学する者が原則構成員の半数以上であ

ること。 

（４） 運営に関して規約、会則等を定めていること。 

（５） 適切な会計処理が行えること。 

（６） 政治活動、宗教活動又は営利を目的とする団体でないこと。 

（７） 暴力団又はその構成員の統制下にある団体でないこと。 

（８） 公序良俗に反しない団体であること。 

（補助対象事業） 

第４条 補助金の交付対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、市民活動団体に

よる地域課題の解決に資する事業で、次の各号のいずれにも該当するものとする。 

（１） 原則として、市内で実施する事業であること。 

（２） 国、地方公共団体及び公益団体等から交付された資金を財源としていない事業



 

であること。 

（補助対象経費） 

第５条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、次の各号

に掲げるものとする。 

（１） スタートアップ補助金は、別表第１に定める区分・項目の経費を対象とする。

ただし、団体設立補助分のみの経費は補助の対象としない。 

（２） ステップアップ補助金は、別表第２に定める区分・項目の経費を対象とする。 

（補助金の額） 

第６条 補助金の額は別表第３に定めるとおりとする。 

２ 補助金の額に１，０００円未満の端数があるときは、これを切り捨てるものとする。 

（補助金の交付回数） 

第７条 補助金の交付回数は、次の各号に掲げるものとする。 

（１） 同一市民活動団体に対する補助金の交付は、同一年度につき１回限りとする。 

（２） スタートアップ補助金の団体設立補助分に係る補助金の交付は、１回限りとす

る。 

（３） スタートアップ補助金及びステップアップ補助金の事業補助分に係る補助金の

交付は、同一事業につき１回限りとする。ただし、同一事業を継続して行う場合は、

連続した３回を限度とする。 

（補助金の交付申請） 

第８条 補助金の交付を受けようとする市民活動団体（以下「申請団体」という。）は、

つくばみらい市市民活動支援補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添え

て市長に申請しなければならない。 

（１） つくばみらい市市民活動支援補助事業計画書（様式第１号の２） 

（２） つくばみらい市市民活動支援補助事業収支予算書（様式第１号の３） 

（３） つくばみらい市市民活動支援補助事業団体概要説明書（様式第１号の４） 

（４） 定款、規約、会則等組織に関する定めを示した書類 

（５） その他市長が必要と認める書類 

２ 前項の規定による申請は、市長が定める期間内に行わなければならない。 

（補助金の交付の決定等） 

第９条 市長は、前条第１項の規定による申請があったときは、その内容を審査の上、補

助金の交付の可否及び補助金の額を決定するものとする。ただし、適正な交付を行うた



 

め、必要があるときは、補助金の交付の申請に係る事項につき修正を加えることができ

る。 

２ 市長は、前項の決定をしたときは、申請団体に対しつくばみらい市市民活動支援補助

金交付（不交付）決定通知書（様式第２号）により通知するとともに、交付対象となっ

た市民活動団体の名称、事業の名称、事業の内容等を市広報紙等で公表するものとす

る。 

（補助金の概算払） 

第１０条 市長は、補助金の交付決定を受けた市民活動団体（以下「交付団体」とい

う。）が補助事業の円滑な遂行上必要と認めるときは、９０パーセント以内の額を概算

払により交付することができる。 

２ 交付団体は、前項の概算払を受けようとするときは、つくばみらい市市民活動支援補

助金概算払請求書（様式第３号）を市長に提出しなければならない。 

（補助事業の変更等） 

第１１条 交付団体は、補助事業の内容を変更又は廃止するときは、あらかじめつくばみ

らい市市民活動支援補助事業変更・廃止承認申請書（様式第４号）を市長に提出し、承

認を受けなければならない。 

２ 市長は、交付団体から前項の規定による申請を受けたときは、申請内容を審査し、つ

くばみらい市市民活動支援補助事業変更・廃止承認通知書（様式第５号）により、当該

団体に対して通知するものとする。 

（実績報告） 

第１２条 交付団体は、補助事業が完了したときは、当該事業完了後１月以内又は当該年

度の３月３１日のいずれか早い日までに、つくばみらい市市民活動支援補助事業実績報

告書（様式第６号）に次に掲げる書類を添えて市長に報告しなければならない。 

（１） つくばみらい市市民活動支援補助事業実績書（様式第６号の２） 

（２） つくばみらい市市民活動支援補助事業収支決算書（様式第６号の３） 

（３） つくばみらい市市民活動支援補助事業自己評価シート（様式第６号の４） 

（４） その他市長が必要と認める書類 

（補助金の額の確定） 

第１３条 市長は、前条の規定による報告を受けた場合は、その内容を審査し、当該事業

の成果が補助金の交付決定の内容に適合すると認めたときは、補助金の額を確定し、つ

くばみらい市市民活動支援補助金確定通知書（様式第７号）により交付団体に通知する



 

ものとする。 

（補助金の交付） 

第１４条 交付団体は、前条の規定による確定通知を受けたときは、つくばみらい市市民

活動支援補助金請求（精算）書（様式第８号）により市長に補助金の交付を請求しなけ

ればならない。 

２ 市長は、前項の規定による請求を受けたときは、交付団体に対し補助金を交付するも

のとする。 

（補助金の交付決定の取消し） 

第１５条 市長は、交付団体が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、補助金の

交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

（１） 偽りその他不正な手段により補助金の交付決定を受け、又は補助金の交付を受

けたとき。 

（２） 補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。 

（３） 補助金を他の用途に使用したとき。 

（補助金の返還） 

第１６条 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、既に交付した補助金の全部又

は一部の返還を命ずることができる。 

（１） 交付確定額が交付した概算払の金額を下回ったとき。 

（２） 前条により交付決定の取消しとなった場合において、既に補助金の交付を受け

ているとき。 

（補則） 

第１７条 この告示に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市長が別に

定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、公布の日から施行する。 

（補助金の適用範囲） 

２ 第２条第１号に規定する補助金については、令和５年度に限り、令和４年４月１日以

降に設立された団体を対象とする。 

附 則（令和６年告示第３９号） 

この告示は、公布の日から施行する。 



 

 

別表第１（第５条関係） 

区分 項目 備考 

事業補助分 報償費 会議、イベント等の講師及び調査員、研究者等への報償、謝礼

等 

消耗品費 事業に係る一品につき１０，０００円未満（図書にあっては

５，０００円未満）の物品 

食糧費 イベント、講座を実施するために必要と認められる費用 

印刷製本費 事業に必要な印刷、製本費用 

委託料 物品作成や専門的な技術、知識に対し、業務を外部に委託した

費用 

使用料及び

賃借料 

会議、イベント等で使用する施設の使用料及び物品、機器類等

の借り上げ料 

通信運搬費 事業に必要な通信費等 

保険料 イベントの際の保険料 

その他の経

費 

事業に要する経費のうち、市長が必要と認める経費 

団体設立 

補助分 

報償費 市民活動団体が構成員のスキルアップのため実施する外部講師

への報償、謝礼等 

消耗品費 団体を構成する上で必要とする一品１０，０００円未満（図書

類にあっては５，０００円未満）の物品 

印刷製本費 団体活動に必要な印刷・製本費用 

備品購入費 継続的に団体活動を実施する上で必要な一品１０，０００円以

上の備品 

その他の経

費 

団体活動に要する経費のうち、市長が必要と認める経費 

別表第２（第５条関係） 

区分 項目 備考 

事業補助分 報償費 会議、イベント等の講師及び調査員、研究者等への報償、謝礼

等 

消耗品費 事業に係る一品につき１０，０００円未満（図書にあっては



 

５，０００円未満）の物品 

食糧費 イベント、講座を実施するために必要と認められる費用 

印刷製本費 事業に必要な印刷、製本費用 

委託料 物品作成や専門的な技術、知識に対し、業務を外部に委託した

費用 

使用料及び

賃借料 

会議、イベント等で使用する施設の使用料及び物品、機器類等

の借り上げ料 

通信運搬費 事業に必要な通信費等 

保険料 イベントの際の保険料 

その他の経

費 

事業に要する経費のうち、市長が必要と認める経費 

別表第３（第６条関係） 

区分 スタートアップ補助金 ステップアップ補助金 

事業補助分 補助対象経費の１００分の９０以内の

額とし、上限を２０万円とする。 

補助対象経費の１００分の９０以内の

額とし、上限を２０万円とする。 

団体設立 

補助分 

補助対象経費の１００分の９０以内の

額とし、上限を５万円とする。 
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